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複雑ネットワーク上の非線形輸送の解析とモデル化 
 

東京工業大学大学院総合理工学研究科知能システム科学専攻 

田村光太郎 

 

本論文は、「複雑ネットワーク上の非線形輸送の解析とモデル化」と題し、研究の背景からまとめまで全

６章から構成される。 

第１章「複雑ネットワーク科学の背景」では、複雑ネットワーク科学の研究の歴史と本研究に関連する

理論の基礎をまとめた。また、本研究の目的を明らかにし、本論文の序論とした。 

第２章「企業データと企業間取引ネットワークの構成」では、本論文で用いる日本企業約 100 万社のデ

ータを解析した。まず、当該データが日本企業のおよそ 8 割を収集していること、売上、従業員数、取引

数や成長率が他のデータに基づく既存研究と矛盾ない形で現れていることを確認した。当該データに特徴

的な企業間の取引関係と取引金額データに注目し、企業間の取引関係をネットワークとして表した。特に、

全取引関係の１％に記載がある本データ特有の取引金額のデータに注目し、企業間の取引ネットワーク構

造や、取引に関わる企業の売上、従業員数や取引数などさまざまな量の関数を用いて取引金額を推定して

いる。その結果、企業間の取引相互作用の表式を、売上のべき乗の積で決まる重力型の非線形な式で近似

できることを見出している。 

第３章「非線形輸送モデルの提唱と理論解析」では、前章の非線形相互作用をもとにして、企業間取引

ネットワーク上の資金の流れを輸送現象として定式化した。提唱する輸送モデルは、ネットワーク上隣接

する企業に重力型相互作用に基づいた資金の分配を行う。また、企業間取引ネットワーク内のやりとりで

は表せないシステムの外部との取引を散逸や注入として記述した。この非線形輸送方程式の持つ 4 つのパ

ラメータ最適値をデータから推定することで、企業間取引ネットワークの構造から売上の統計的性質を再

現し、ネットワーク構造と売上の関係を説明した。本章では、物理学的には非平衡開放系の輸送方程式と

なるこの輸送方程式をユークリッド空間上での拡散方程式に連続体近似することで、線形な拡散現象に近

い輸送となるパラメータ範囲があることを示した。 

第４章「有向ネットワークのメインストリームの抽出」では、前述の重力型の相互作用がもたらす極端

な取引金額格差について注目した。本章では、取引金額が大きいリンクをメインストリームと定義し、ノ

ードからの出リンクのうち最も入次数の大きいノードにつながるリンクを残し、他のリンクは除去すると

いう操作で、複雑ネットワーク上の流れのメインストリームを抽出する手法を提唱した。これによって、

与えられた複雑ネットワークは、流域の範囲、中心、階層性をあらわにし、実データにおいては、製品を製

造するための一連のプロセスに関わる企業群が、樹状構造として抽出されることを例示した。また、企業

間取引ネットワーク構造と抽出した構造の差異を極値分布理論により解析的に結びつけ、仮想的なネット

ワークモデルに基づき、この理論の妥当性を検証した。 

第５章「非線形輸送の応用」では、企業間取引ネットワークが変化したときの売上の変化を推定する方

法を提唱した。事例として、東日本大震災に注目し、被災した企業をネットワーク上から取り除いたもの

を被災後の企業間取引ネットワークとして定義し、被災前後のネットワークでの推定売上の変化から、被

災総額を推定した。企業の被災は直接被災、間接被災、孤立と分類でき、被災による売上の増減は全国の

企業に及び、被災後に売上を増加させる企業も存在することを見出した。加えて、この被災シミュレーシ

ョンの売上変動が大きい企業に関しては、実際の売上変動の増減と有意に相関を持っていることをフィッ

シャーの正確確率検定を用いて示した。これを踏まえて、もう一つの事例として都市型水害の被災シミュ

レーションを行い、都心の被災による売上の変動と波及について議論した。これらの議論から、本モデル

が被災推定に有効であると考えられるが、モデルの改善やシミュレーションの手続きなど、さらなる精度

改善が必要であることを述べた。 

第６章「まとめと今後の展望」では、本研究を総括するともに、今後の展望を述べた。 

 


